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青い森鉄道株式会社 



 

第１期営業報告書 
            自 平成 13 年 5 月 30 日 
            至 平成 14 年 3 月 31 日 
Ⅰ  営業の概況 

１． 会社設立経緯 

平成１３年５月２５日開催した設立総会で会社設立の承認を受け、 

５月３０日設立登記を完了、６月１日から青森県庁内において業務を

開始しました。また、平成１４年３月１８日、第２種鉄道事業許可申

請書を国土交通大臣に提出し、１２月の運行開始に向けて諸準備を進

めております。 

（１）会社設立準備会開催状況 

月  日 会議内容 開催場所 備  考 

平成１３年 

１月３０日 

（火） 

第１回並行在来線鉄道

会社設立準備会開催 

青森市 

 ホテル青森 

 

 ２月２６日 

   （月） 

第２回並行在来線鉄道

会社設立準備会開催 

青森市 

 ホテル青森 

 

 ３月２６日 

   （月） 

第３回並行在来線鉄道

会社設立準備会開催 

青森市 

 ホテル青森 

 

 ５月 ２日 

   （水） 

第４回並行在来線鉄道

会社設立準備会開催 

青森市 

 ホテル青森 

 

 ５月２５日 

   （金） 

第５回並行在来線鉄道

会社設立準備会開催 

八戸市 

 八戸ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

ホテル 

創立総会、取締

役会及び監査役

会並びに社名等

入賞者表彰式を

兼ねる 

  （２）総会 

月  日 会議内容 開催場所 議 案 

平成１３年 

５月２５日 

（金） 

会社創立総会 

 

八戸市 

 八戸ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

ホテル 

① 会 社 設 立 報

告、②定款承認、

③取締役及び監

査役選任、④取

締役及び監査役

報酬決定、⑤会

計監査人選任 

平成１３年 

１２月２１日 

     (金) 

第１回臨時株主総会 八戸市 

 （財）八戸地

域地場産業

振興ｾﾝﾀｰ 

 

取締役の選任 

（１） 



 

 
（３）取締役会及び監査役会の開催状況 
    ① 取締役会 

月  日 会議内容 開催場所 議  案 
平成１３年 
５月２５日 
  （金） 

第１回取締役会 八戸市 
 八戸ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

ホテル 

①代表取締役選

任、②顧問選任、 
③本店所在地決

定、④取締役会

規則決定、⑤株

式 取 扱 規 則 決

定、⑥取締役社

長の代行順位決

定 
平成１３年 
７月３０日 
  （金） 

第２回取締役会 八戸市 
 （財）八戸地

域地場産業

振興ｾﾝﾀｰ 
 

①電車購入、②

平成１３年度予

算執行計画 

平成１３年 
１１月３０日 
   （金） 

第３回取締役会 八戸市 
 （財）八戸地

域地場産業

振興ｾﾝﾀｰ 
 

臨時株主総会の

開催 

平成１３年 
１２月２１日 
   （金） 

第４回取締役会 八戸市 
 （財）八戸地

域地場産業

振興ｾﾝﾀｰ 
 

鉄道事業許可申

請 

平成１４年 
３月２８日 
  （木） 

第５回取締役会 八戸市 
 （財）八戸地

域地場産業

振興ｾﾝﾀｰ 
 

平成１４年度事

業計画及び収支

予算 

② 監査役会 
月  日 会議内容 開催場所 議   案 

平成１３年 
５月２５日 
  （金） 

第１回監査役会 八戸市 
 八戸ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

ホテル 

①監査役会規則

決定、②常勤監

査役選任、③監

査役報酬決定 
平成１３年 
１１月 １日 
   （木） 

第２回監査役会 青森市 
 県庁内 

①第１期監査計

画、②監査役の

業務分担 
（２） 

 



 

２．鉄道事業許可申請の状況 
   平成１４年３月１８日、鉄道事業法第４条の規定に基づき、国土交通大

臣に対し「第２種鉄道事業許可申請書」を提出しました。（収受：東北運輸

局鉄受第１０３４号） 
３．設備投資等の状況 
（１）本社社屋の完成と移転  

平成１４年４月１日、新築完成した社屋に移転完了し、業務を開始し

ました。（八戸臨海鉄道株式会社より賃借） 
① 所在地：八戸市大字長苗代字上亀子谷地９番地 
② 延面積：１９９．０８平方メートル 

（２）新規車両の発注 
平成１３年８月１日をもって一般形交流電車（ＪＲの７０１系と同等

の形式）の物品製作請負契約を締結し、現在、製作中です。 
① 請負業者：川崎重工業株式会社 
② 請負金額：２５５，７８０，０００円（税込み） 
③ 納期：平成１４年９月３０日 
④ 仕様：制御付随車 １両、制御電動車 １両 

（３）その他主な設備投資の状況（２０万円以上） 
① レーザープリンター１式  ２１３，２００円 

 
４．資本金調達の状況 

  （１）設立時の発行株式数    １２，０００株 
（２）資本金              ６億円 
（３）出資者等              （単位：千円、％） 

出資者 出資金額 出資割合 
青森県 ３３０,０００ ５５．０ 
沿線等１４市町村 １２０,０００ ２０．０ 
民間企業５社 １５０,０００ ２５．０ 

計 ６００,０００ １００．０ 
５．経営の基本理念及び開業までに対処すべき当面の課題 

  （１）経営の基本理念 
当社は、新幹線盛岡・新青森間の開通に伴い、在来線盛岡・青森間

が廃止される予定となっていることに鑑み、この区間中、青森県内分

について、基幹的交通機関として位置づけ鉄道経営を行うこととし、

当面は、平成１４年１２月に予定されている盛岡・八戸間の新幹線開

業と同時に、目時・八戸間の運行を開始する計画です。この運行につ

いは、沿線市町村住民の期待の大きさを深く認識し、以下の基本理念

に基づき、役職員一丸となって会社経営に努めます。 
（３） 



 

① 地域住民の重要な足として旅客輸送の確保を基本に、健全な経営の

もとで、安全性の確保、利用者の利便性の向上を目指します。 
② 新幹線及び他の鉄道線区と連絡する一体的な地域交通ネットワー

クとしての活用を目指します。 
③ 地域住民に身近で環境に優しい公共交通機関として、沿線地域の振

興、住民福祉の向上及び地球環境の保全への貢献を目指します。 
（２）当面の課題 

    第２種鉄道事業の許可を前提に、青森県（第３種鉄道事業許可申請中）

及び東日本旅客鉄道（株）（以下、「ＪＲ」という）並びに、いわて銀河

鉄道（株）（以下、「ＩＧＲ」という）等との各種協定締結のほか、次の

項目を中心に開業に向けての諸準備を進めます。 
① 運賃認可申請 
② 列車の運行管理等の受委託許可申請 
③ 運輸に関する諸協定の届出（直通運輸協定など） 
④ 運行計画の届出 
⑤ 運輸開始の届出 
⑥ 各種教育訓練の実施 
⑦ 利用促進のためのキャンペーン実施（ＨＰ開設、広告宣伝等） 

 ６．営業成績及び財産の状況の推移（設立１期のため、貸借対照表、損益計

算書参照） 
 
Ⅱ 会社の概況 

１．主要事業の内容（開業） 
    本年１２月からの盛岡・八戸間の運行は、ＩＧＲと共同運行を行う予

定であり、列車本数は４０本程度を計画しております。 
   また、運行形態は車内整理券方式（ワンマン運行）、駅の使用形態につい

ては、八戸駅はＪＲとの共同使用、目時駅から北高岩駅までの６駅には

効率的運営を行うため、社員を配置せず、全駅無人駅とする計画です。

但し、三戸駅及び剣吉駅については、利用者が多いことから、乗車券の

発売等を委託する計画です。（委託先は南部町及び名川町を予定） 
２．本社所在地 

    八戸市大字長苗代字上亀子谷地９番地（平成１４年４月２日登記済） 
  ３．株式の状況 

（１）発行株式数   １２，０００株 
（２）払込資本金       ６億円   

 
 

（４） 



 

（３）株主名及び所有株式、持株比率      
 （単位：千円、％） 

出   資  者 出資金額 出資割合 
青   森   県 ３３０,０００ ５５．００ 

 青 森 市 ２７,０００ ４．５０ 
八 戸 市 ７０,３００ １１．７２ 市 
三 沢 市 ３,２００ ０．５３ 

 平 内 町 ２,２００ ０．３７ 
 野 辺 地 町 １,８００ ０．３０ 
 六 戸 町 ９００ ０．１５ 

上 北 町 １,０００ ０．１７ 
東 北 町 １,５００ ０．２５ 

町 

下 田 町 １,９００ ０．３２ 
天 間 林 村 ５００ ０．０８  
三 戸 町 ３,６００ ０．６０ 

村 名 川 町 ２,１００ ０．３５ 
南 部 町 ２,２００ ０．３７  
福 地 村 １,８００ ０．３０ 

小    計 １２０,０００ ２０．００ 
民 東京中小企業投資育成株式会社 ５０,０００ ８．３３ 
間 株式会社青森銀行 ３０,０００ ５．００ 
企 株式会社みちのく銀行 ３０,０００ ５．００ 

東京電力株式会社   ２０,０００ ３．３３ 業 
東北電力株式会社 ２０,０００ ３．３３ 

計 １５０,０００ ２５．００ 
合        計 ６００,０００ １００．００ 

   注：出資割合については、小数点第２位までの表示のため合計とあわ 
ない場合がある。 

  ４．役 員 等（平成１４年３月３１日現在） 

役 職 名 氏   名 常  勤・

非常勤の別 摘  要 
代表取締役社長 佐々木 啓 二 常   勤 元・津軽鉄道（株）社長 
代表取締役専務 佐 藤 正 勝 常   勤 元・青森県企画部長 
取 締 役 小 枝   昭 非 常 勤 青森県企画振興部長 
取 締 役 中 村 寿 文 非 常 勤 八戸市長 
取 締 役 鈴 木 重 令 非 常 勤 三沢市長 
取 締 役 久 慈   豊 非 常 勤 三戸町長 
取 締 役 二本木 憲 一 非 常 勤 南部町長 
取 締 役 逢 坂 雄 一 非 常 勤 平内町長 
    

 
（５） 



 

 

役 職 名 氏   名 常  勤・

非常勤の別 摘  要 

取 締 役 西   久 男 非 常 勤 東京中小企業投資育

成（株）東北支店長 
監 査 役 下 村 平太郎 常   勤 元・八戸市財政部長 
監 査 役 佐 藤 立 治 非 常 勤 青森県出納長 
監 査 役 工 藤 祐 直 非 常 勤 名川町長 
顧   問 岩 田 光 正 非 常 勤  

 
５．従業員の状況（平成１４年３月３１日現在） 
役員等 13 名 
取締役社長（常勤）1 名 
専務取締役(常勤) 1 名 
取締役(非常勤) 7 名 
監査役(常勤) 1 名 
監査役(非常勤)2 名 
顧問 1 名 
 

総務部長      総務企画課長           経理担当 
 小野村 勉     中里 和行            竹内紳一郎  

       （県職員）    （県職員） 
                                総務企画担当 

山田 恭輔 
佐藤 美佳 
（臨時）          

運輸部長      営業課長 
 和田喜代人     附田  実 
（ＪＲ）       （ＪＲ）    

運行課長      
           田中 悦雄    
          （ＪＲ） 

常 勤 役 員 ・ 社 員 数 
区    分 人 員 平均年令（才） 勤続年数 摘  要 

常 勤 役 員 ３名 70.3 10 ヶ月  

総 務 部 ５名 35.6 2～10 ヶ月 県職員 2 名、 
臨 時 1 名 

運 輸 部 ３名 52.6 1～10 ヶ月 ＪＲ出向 3 名 

 
社 
 
員 計 8 名    
合     計 11 名 ― ―  

（６） 



    （単位：千円）

金　額 金　額

流 動 資 産 401,509 流 動 負 債 6,210

　 現金・預金 400,495 　 未払金 5,424

   前払費用 174    未払法人税等 241

   未収収益 394    預り金 376

   未収還付消費税等 442    賞与引当金 168

   その他の流動資産 1

固 定 資 産 156,849 6,210

   鉄道事業固定資産 293

   建設仮勘定 156,556 資 本 金 600,000

繰 延 資 産 32,564 欠 損 金 15,287

   創業費 4,367 15,287

   開業準備費 28,196 (15,287)

584,712

590,923 590,923

貸  借  対  照  表

（平成１４年３月３１日現在）

科　　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

科　　　目

負債及び資本合計資 産 合 計

負  債  合　計

資  本  合　計

　 当期未処理損失

  （うち当期損失）

（資　本　の　部）

（　７　）



経常損益の部

（営業損益の部）

鉄道事業

営業費 14,377 14,377

営業損失 14,377

（営業外損益の部）

営業外収益

　　受取利息 423 423

営業外費用

　　創業費償却 1,091 1,091

経常損失 15,045

税引前当期損失 15,045

法人税、住民税及び事業税 241

当期損失 15,287

当期未処理損失 15,287

科　　　目 金　　　　　　額

   （単位：千円）

損　益　計　算　書

自　平成１３年５月３０日

至　平成１４年３月３１日

（　８　）



１．重要な会計方針

（１） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却方法･････定率法によっております。

（２） 繰延資産の処理方法

創業費･････５年間で毎期均等額を償却しております。

開業準備費･････開業後５年間で毎期均等額の償却を予定しております。

（３） 引当金の計上基準

賞与引当金･････従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しております。

（４） リース取引の処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

（５） 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．貸借対照表注記

（１） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 65  千円

（３） 鉄道事業固定資産

有形固定資産 工具器具備品 147  千円

無形固定資産 電話加入権 145  千円

計 293  千円

（４） 商法２９０条第１項第４号に規定する超過額 28,196 千円

（５） 一株当たりの当期損失････1,273円93銭

　　 （期末発行済株式総数により計算しております。）

３．損益計算書注記

（１） 注記金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（２） 営業費

一般管理費 14,211 千円

諸税 100 千円

減価償却費 65 千円

計 14,377 千円

（　９　）



当期未処理損失 15,287

これを次のとおり処理いたします。

次期繰越損失 15,287

科　　　目 金　　　　　　額

損　失　処　理　案

   （単位：千円）

（ １０ ）




